令和元年度 「知財経営塾事業」 フォローアップ アンケート調査票

[image: image1]
【ご回答者について（※）】　ご回答者についてご記入ください。
	御　社　名
	

	
	

	御社所在地
	〒

	御所属・職名
	

	氏　　  名
	

	
	

	電話番号
	（　　　　　　　　　）　　　　　　　－

	FAX番号
	（　　　　　　　　　）　　　　　　　－

	E-mail
	

	従業員数
（常勤換算）
	パートなど非常勤の従業員は、御社の所定労働時間を１日として常勤換算してください。例えば、常勤職員の５０％の日数を勤務する従業員は、0.5人となります。

	
	人　　

	資本金（万円）
	　　　　　　　　　　　　　　　　万円　　　

	御社の主な商品・サービス（直接記入）
	


　
　（※）本アンケートのご回答内容について、ご回答者にお問い合わせさせていただく場合がございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。
◆御社における知財対応体制や弁理士との関係についてお伺いします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【問Ⅰ-1】　御社には知財担当者がいらっしゃいますか　（回答は１つ）。
	1．経営者または役員が兼務 　
2．技術担当者（または技術部門）が兼務
	3．専属担当者がいる（または専属部署がある）
4．その他（　　 　　　　　　       　　　　）


【問Ⅰ-2】　御社は「弁理士」に対して、特許出願などの知財権取得のみならず、知財活用戦略について「経営戦略や事業推進」と絡めて相談した／アドバイスを受けたことはありますか（回答は１つ）。
	1．ある　　　　　　　　　2．ない　　　　　　　　3．弁理士の活用自体の経験がない


◆「知財経営塾」を通して得られた「認識」や「気付き」についてお伺いします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【問Ⅱ-1】　御社にとって、「知財経営」の考え方、捉え方はどのようなものですか。以下の説明から、現在御社にとってより近いものに○を付けてください（回答は１つ）。
	1．自社の技術やノウハウ等の外部への流出を防ぐ対策を施し、模倣を防ぐ
2．強みとなる自社の技術等を特定して、強みを守るための対策や活用策などを実行する
3．自社の技術等を可能な限り知財権（特許など）として権利化して、活用する
4．自社の持つ技術やノウハウ等をたな卸しして、外部へ発信する


【問Ⅱ-2】　本事業を通して、以前と比べて御社が認識する「強み」は変わりましたか。最も当てはまるものに○を付けてください（回答は1つ）。
	1．変わった　　　　　　　　　　　　2．どちらともいえない　　　　　　　　　3．変わらなかった


【問Ⅱ-3】　本事業を通して、御社が認識した「強み」はどこに存在していますか。当てはまるものに○を付けてください（回答はいくつでも）。また、最も当てはまるものに◎（二重丸）をお付けください。
	1．技術　　
2．独自ノウハウ　　　
3．社内の人材力
4．組織力、運営体制力
5．顧客ﾈｯﾄﾜｰｸ
6．提携先・調達先ﾈｯﾄﾜｰｸ
7．専門家・有識者ﾈｯﾄﾜｰｸ
	8．経営者のﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟやﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力
9．専門性の高さや対応分野の特殊性
10．企画や提案力、アイデア力
11．設計力、開発力
12．ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾃﾞｻﾞｲﾝやｷｬｯﾁｺﾋﾟｰ
13．保有設備や施設、店舗
14．生産や製造の体制・方法
	15．コスト管理力や効率化
16．ブランド、顧客ロイヤリティ
17．プロモーションの力
18．営業や販売の体制・方法
19．アフターフォローの力
20．取得資格や受賞、認定など
21．その他（　　　　　　 　　　）


【問Ⅱ-4】　本事業を通して、「知財を自社の経営や事業に活かすこと」の理解は深まりましたか。最も当てはまるものに○を付けてください（回答は1つ）。
	1．深まった　　　　　　　　2．どちらともいえない　　　　　3．深まらなかった


【問Ⅱ-5】　問Ⅱ-4で「1．深まった」と回答された方にお尋ねします。特にそのなかで、事業計画・ビジネスプランにおける「損益などの経営数値へどのように知財が関わるか」理解は深まりましたか。最も当てはまるものに○を付けてください（回答は1つ）。
	1．深まった　　　　　　　　2．どちらともいえない　　　　　3．深まらなかった


【問Ⅱ-6】　本事業による「知財活用プラン」作成を支援した、派遣専門家についてお伺いします。
（１）派遣専門家のアドバイスについては、どのように感じましたか。最も当てはまるものに○を付けてください（回答は1つ）。
	1．満足だった　　　　　　　2．どちらともいえない　　　　　3．不満であった


（２）派遣専門家のアドバイスにて、特に「満足（十分）」「不満（不十分）」と感じた項目はございますか。以下の項目で、当てはまるものがあれば、それぞれ○を付けてください。特に「満足（十分）」「不満（不十分）」とも感じていない項目には、○を付ける必要はございません。
	項目
	満足（十分）
	不満（不十分）

	1．自社の説明、自社のビジネスに対する理解度
	
	

	2．経営やビジネスに関する知識
	
	

	3．自社に対する質問の仕方、話しの聞き方
	
	

	4．自社に対する説明の仕方
	
	

	5．自社の「強み」の指摘や解説内容の納得度
	
	

	6．自社が認識していなかった「強み」の示唆
	
	

	7．自社の経営や事業に対する「強み」の活用方法への示唆
	
	

	8．「強み」を維持する方法や守り方の説明内容
	
	


（３）派遣専門家へのご評価、ご感想についてご自由にご記入ください（自由記入）。
	


◆「知財経営塾」を通して得た「認識」や「気付き」に基づく取り組みについてお伺いします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【問Ⅲ-1】　本事業を通して得た「認識」や「気付き」に基づいて、何らか新しい取り組みを開始していますか（知財活用プランの内容以外も含みます）。最も当てはまるものに○を付けてください（回答は１つ）。
	1．開始して進んでいる　　2．開始したばかり／進み始めたところ　 　3．まだ開始していない　


【問Ⅲ-2】　問Ⅲ-1にて「1．開始して進んでいる」または「2．開始したばかり／進み始めたところ」と回答された方にお尋ねします。
（１）御社では「認識」や「気付き」を得た後、新しい取り組みの「開始」に向けて特に実施したことはありますか。当てはまるものに○を付けてください（回答はいくつでも）。
	1．経営者主導の新しい取り組み体制構築
2．新しい取り組みの担当者（部署）の指定
5．ビジョンや経営理念、方向性等の見直し
6．経営・事業戦略策定、見直し　　　　　　
7．他社事例研究や市場調査、技術調査等実施
8．事業計画・ビジネスプラン策定、見直し
	3．新しい取り組みの予算化
4．業務運営体制の強化、見直し
9．研修や教育の強化、新たな実施
10．人材の新規確保　
11．策定した知財活用プランを更に深堀、分析
12．その他（　　　　　                    　　 ）


（２）上記（１）で回答された内容について、外部へ相談してアドバイスをお受けになりましたか。当てはまるものに○を付けてください（回答はいくつでも）。
	1．行政（自治体や国）の窓口
2．公的産業支援機関（財団や公社、センター）
3．商工会・商工会議所
4．金融機関
5．大学
6．他企業及びその経営者
	7．税理士・会計士
8．弁理士
9．弁護士
10．経営コンサルタント（中小企業診断士含む）
11．外部へ相談はしていない
12．その他（　　　　　　　　　　          　）


（３）本事業を通して得た「認識」や「気付き」に基づくことで、御社の経営及び事業推進に対してどのような効果をもたらしましたか。当てはまるものに○を付けてください（回答はいくつでも）。
	1．経営・事業戦略の強化　
2．事業計画・ビジネスプランの説得力強化　
3．社内の活性化、創意工夫の促進
4．企画や提案力の強化
5．顧客やターゲット市場の明確化
6．商品やサービスの開発能力強化
	7．取引や提携における交渉力強化
8．新しい提携やオープンイノベーションの実現
9．営業やPRの強化
10．競合との競争力や差別化の強化
11．ブランド価値の強化
12.その他（　　　　　       　　　　　　　　　）


【問Ⅲ-3】　問Ⅲ-1にて「3．開始していない」と回答された方にお尋ねします。開始に向けて求められているものはございますか。当てはまるものに○を付けてください（回答はいくつでも）。
	1．社内での更なる議論や分析の深化
2．新しい取り組みへの社内体制の強化
3．新しい取り組みへの予算確保
4．策定した知財活用プランの深堀
	5．支援者・相談先の確保と継続的フォロー
6．人材の新規確保
7．実施に向けた更なる調査や研究（他社事例研究等）
8．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


◆「知財経営塾」のカリキュラムや事業スキームについてお伺いします　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【問Ⅳ-1】　御社が「知財経営塾」を活用した当初の目的は何でしょうか。当てはまるものに○を付けてください（回答はいくつでも）。また、目的として最も大きいものには◎（二重丸）を付けてください。
	1．自社の強みの見える化
2．「知財経営」自体の知識や認識の強化
3．社内の活性化、創意工夫の促進
4．経営・事業戦略策定、見直し
5．事業計画・ビジネスプラン策定、見直し
	6．新商品・サービスの開発や事業化
7．特許の発掘や特許などの知財権の有効活用
8．特許など知財権の有効活用
9．第二創業、業態転換や異分野・異業種展開
10．その他（　　　  　　    　　　　　　　　　）


【問Ⅳ-2】　「知財経営塾」のカリキュラムやスキームについてお伺いします。
（１）カリキュラムやスキーム全体は満足していますか。最も当てはまるものに○を付けてください（回答は1つ）。
	1．満足だった　　　　　　　2．どちらともいえない　　　　　3．不満であった


（２）カリキュラムやスキームへの評価について、特に「満足（十分）」「不満（不十分）」と感じた項目はございますか。以下の項目で、当てはまるものがあれば、それぞれ○を付けてください。特に「満足（十分）」「不満（不十分）」とも感じていない項目には、○を付ける必要はございません。
	項目
	満足（十分）
	不満（不十分）

	1．カリキュラムの全体構成、バランス
	
	

	2．講師による「知財経営」についての講演、説明の内容
	
	

	3．派遣専門家による知財活用プラン作成支援の回数や時間
	
	

	4．意見交換などワークショップの運営内容
	
	

	5．専門家や他企業とのネットワーク構築（講師や参加企業）
	
	


（３）カリキュラムやスキームへのご評価、ご感想についてご自由にご記入ください（自由記入）。
	


【問Ⅳ-3】　知財経営塾の内容は「有料」でも受けたいと考えますか。最も当てはまるものに○を付けてください（回答は1つ）。もし、「1.有料でも受ける」と回答された場合、差しさわりの無い範囲で、カリキュラム全体で支払えると御社が考える受講料の目安をお書きください。
	1．有料でも受ける　⇒支払えると考える受講料　約（　　　　  　　　　　　      　　　）円　　　　　　　
2．有料ならば受けない　　　　　


【問Ⅳ-4】　行政による知財経営の促進支援全般について、ご意見があればご記入ください（自由記入）。
	



　本アンケートは、関東経済産業局からの委託を受けて、平成27～30年度「知財経営塾事業」にてご支援させていただいた企業の皆様を対象に、株式会社ドゥリサーチ研究所が実施するものです。ご回答結果は、統計的に処理させていただき、関東経済産業局による政策検討のための内部資料とします。企業名や個人名が特定される形で外部に公表されることはございません。


ご回答いただいた調査票は、令和２年1月29日（水）までに、同封の返信用封筒（切手は不要）に入れてご投函くださいますよう、よろしくお願い申し上げます。なお、電子ファイルでご回答いただいた場合は、下記問い合わせ先E-mailアドレスにて受け付けております。





◎弊社ホームページからも調査票の電子ファイルがご自由にダウンロードいただけます。


　＜ファイル掲載のＨＰ　⇒　http://www.dori.co.jp/chizai/＞


　


もしくは下記問い合わせ先E-mailアドレスにご連絡いただければ、電子ファイルをお送りさせていただきます。





◎調査票への記入に関するお問い合わせ先


　　株式会社 ドゥリサーチ研究所：結城（ゆうき）


　　TEL：03-5570-0841　　FAX：03-5570-0845	　　E-mail：chizai@dori.co.jp


　　※電話でのお問い合わせ　月～金　10:00～17:00（12:00～13:00及び土日祝日は除く）





　ふ り が な





ふ り が な





◎知財経営塾は、御社の「強み」となり得る要素を「知的財産（知財）」と捉えて、経営や事業への活かし方を「知財活用プラン」として取りまとめることを支援するものです。





⇒ 選択肢は次ページにもございます。





アンケート調査でお伺いしたい内容はここまでです。ご協力いただき大変ありがとうございました。








－2－

